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中国ゼロコロナ見直しは世界経済にプラスの公算

ポイント①中国がゼロコロナ政策の見直しを発表

11月11⽇に、中国国家衛生健康委員会が、海
外からの入国者に対する隔離期間を10⽇間から8
⽇間に短縮すると発表しました。中国当局は新型
コロナウイルスを徹底的に抑え込む「ゼロコロナ」政策
の堅持姿勢を一部修正した格好です。また、国内
で発生した濃厚接触者などのホテルでの隔離も7⽇
間から5⽇間に短縮したほか、濃厚接触者などに接
触した2次接触者については今後判定しないとした
こともあり、今後は中国国内におけるコロナ規制の
影響の軽減が⾒込まれます。

こうした当局の動きを好感し、11⽇の上海総合指
数や香港ハンセン指数は大幅高となりました（右
上図）。

ポイント②供給不安回避につながるかが焦点

先⽇の共産党大会を経て習近平国家主席への権
力集中が進んだこともあり、市場では中国の政策運
営に対する不透明感が高まっていました。ただ、広
州や北京を中心に新型コロナ感染が再び広がり、
中国経済の先行き懸念が増すタイミングで、習氏が
これまで堅持してきた「ゼロコロナ」政策の⾒直しに
舵を切ったことは一つの変化といえます。

中国のコロナ感染再拡大は供給不安の再燃を通じ、
世界的なインフレとそれに伴う過度な利上げを一段
と加速させることにつながりかねないことから、今回の
一連の動きは世界経済の先行きを⾒る上でプラスと
考えられます。世界の供給網のひっ迫度合いと米国
のCPIは概ね連動する傾向があり（右下図）、中
国のコロナ規制⾒直しで世界的な供給不安を回避
できれば、インフレ抑制や企業業績をサポートするこ
とになるため、世界の株式市場の支えとなりそうです。

GSCPIと米CPI（消費者物価指数）

期間：2016年1月～2022年10月、月次
・GSCPIはニューヨーク連銀が算出する世界のサプライチェーンのひっ迫度合いを⽰す指数、
０を上回るとひっ迫、0を下回ると緩和されている状態を⽰す
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

上海総合指数と香港ハンセン指数

期間：2022年1月3⽇～2022年11月11⽇、⽇次
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成
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